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【 連絡・問合せ先 】
京都財務事務所財務課
TEL０７５－７５２－１４１８

（参　考　資　料）



　

 

 

 

　

（注）計数は、季節調整値の改定、基準改定、速報値の確報値化、
誤計数の判明等により、過去に遡って訂正される可能性がありま
す。
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コンビニエンスストア販売額（対前年増減率）（全店ベース）

１－１　個人消費

百貨店・スーパー販売額（対前年増減率）（全店ベース）
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（資料）経済産業省、近畿経済産業局

全国 近畿 京都
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（資料）経済産業省、近畿経済産業局

全国 近畿 京都

※「31年Ⅰ」は、31年1月～3月を指す（以下同様）。

元年12月 2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月 2月

全国 ▲ 2.8 ▲ 1.6 0.3 ▲ 8.6 ▲ 18.8 ▲ 13.5 ▲ 2.3 ▲ 3.2 ▲ 1.2 ▲ 12.8 4.0 ▲ 3.2 ▲ 3.3 ▲ 5.8 ▲ 3.3
近畿 ▲ 3.6 ▲ 2.1 ▲ 4.5 ▲ 14.2 ▲ 29.9 ▲ 23.9 ▲ 7.8 ▲ 7.8 ▲ 6.3 ▲ 18.6 ▲ 1.2 ▲ 7.5 ▲ 8.0 ▲ 11.0 ▲ 4.9
京都 ▲ 3.7 ▲ 2.5 ▲ 7.3 ▲ 18.1 ▲ 39.2 ▲ 35.5 ▲ 13.0 ▲ 11.7 ▲ 10.5 ▲ 20.9 ▲ 0.6 ▲ 9.2 ▲ 8.7 ▲ 16.3 ▲ 5.9

元年12月 2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月 2月
全 国 0.6 1.6 3.4 ▲ 5.4 ▲ 10.7 ▲ 9.6 ▲ 5.1 ▲ 7.9 ▲ 5.6 ▲ 3.1 ▲ 3.3 ▲ 2.4 ▲ 3.8 ▲ 4.4 ▲ 6.6
近 畿 0.9 2.1 1.7 ▲ 7.2 ▲ 13.1 ▲ 11.5 ▲ 7.7 ▲ 9.3 ▲ 7.0 ▲ 4.1 ▲ 1.6 ▲ 1.6 ▲ 4.6 ▲ 5.5 ▲ 5.9
京 都 1.4 2.8 1.7 ▲ 7.4 ▲ 15.8 ▲ 15.4 ▲ 11.2 ▲ 12.7 ▲ 8.9 ▲ 6.4 ▲ 4.1 ▲ 2.0 ▲ 5.7 ▲ 9.1 ▲ 9.8

2



乗用車新車登録台数（対前年増減率）

家電大型専門店販売額（対前年増減率）（全店ベース）
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（資料）日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会

全国 近畿 京都
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（資料）経済産業省、近畿経済産業局

全国 近畿 京都

2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月 2月 3月

全 国 ▲ 11.3 ▲ 9.9 ▲ 9.0 ▲ 30.4 ▲ 46.7 ▲ 22.7 ▲ 12.8 ▲ 14.8 ▲ 14.7 30.8 6.7 10.8 7.7 ▲ 0.1 5.3
近 畿 ▲ 12.8 ▲ 11.2 ▲ 11.8 ▲ 30.5 ▲ 48.8 ▲ 24.1 ▲ 14.9 ▲ 16.4 ▲ 17.6 31.9 7.9 14.0 8.9 2.3 7.2
京 都 ▲ 14.9 ▲ 6.5 ▲ 12.8 ▲ 29.1 ▲ 50.6 ▲ 21.1 ▲ 17.3 ▲ 17.8 ▲ 16.3 23.7 6.7 19.0 6.5 ▲ 4.4 4.3

元年12月 2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月 2月

全 国 ▲ 11.2 ▲ 0.3 5.2 ▲ 9.5 ▲ 9.0 8.8 25.6 12.1 9.5 ▲ 29.0 29.0 25.3 14.7 11.4 7.2
近 畿 ▲ 7.6 0.3 1.3 ▲ 11.1 ▲ 12.5 5.2 18.3 12.3 7.8 ▲ 28.1 17.6 17.1 10.4 8.0 4.7
京 都 ▲ 12.5 ▲ 2.1 ▲ 2.2 ▲ 16.0 ▲ 19.1 ▲ 6.5 14.6 9.8 5.7 ▲ 31.8 16.3 13.6 8.8 5.5 4.8
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ドラッグストア販売額（対前年増減率）（全店ベース）

ホームセンター販売額（対前年増減率）（全店ベース）
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（資料）経済産業省、近畿経済産業局

全国 近畿 京都
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（資料）経済産業省、近畿経済産業局

全国 近畿 京都

元年12月 2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月 2月

全 国 ▲ 4.2 ▲ 1.5 9.7 3.5 4.1 11.4 17.3 10.6 12.5 ▲ 9.9 9.7 7.3 7.6 10.7 ▲ 0.1
近 畿 ▲ 4.5 ▲ 0.6 7.8 3.7 4.0 11.4 13.6 9.6 10.7 ▲ 11.7 12.5 5.5 6.9 9.0 ▲ 0.3
京 都 ▲ 3.4 ▲ 0.9 4.5 4.2 1.8 7.6 13.7 14.0 16.3 ▲ 9.2 11.8 5.2 8.5 11.0 4.5

元年12月 2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月 2月

全 国 4.4 6.4 19.1 7.5 10.8 6.4 6.4 5.5 9.0 ▲ 8.2 7.2 7.0 5.0 3.0 ▲ 8.5
近 畿 2.9 8.2 14.2 0.4 1.7 ▲ 0.1 ▲ 1.7 ▲ 0.2 5.5 ▲ 15.9 3.4 ▲ 1.1 0.2 ▲ 2.9 ▲ 9.6
京 都 5.6 12.6 18.7 4.2 4.8 3.0 1.3 2.3 8.4 ▲ 13.9 7.5 ▲ 0.0 2.3 ▲ 3.3 ▲ 9.9
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１－２　観光動向

同上：2.3～3.2

外国人利用割合：31.3～2.2

同上：2.3～3.2

客室稼働率：31.3～2.2
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外国人利用割合、
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（資料）公益社団法人 京都市観光協会、公益財団法人 京都文化交流コンベンションビューロー

京都市内ホテルの動向

外国人利用割合（％） （31.3～2.2） 外国人利用割合（％） （2.3～3.2）

客室稼働率（％） （31.3～2.2） 客室稼働率（％） （2.3～3.2）

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

（ 31.3 ～ 2.2 ） 45.0 56.6 46.4 49.4 50.6 50.6 46.0 51.8 44.1 40.9 43.8 25.8

（ 2.3 ～ 3.2 ） 14.7 4.7 1.3 0.9 0.6 0.6 0.4 0.3 0.3 0.4 0.6 0.6

（ 31.3 ～ 2.2 ） 85.0 89.6 83.1 80.8 77.1 83.3 82.9 86.1 88.2 74.3 66.8 53.9

（ 2.3 ～ 3.2 ） 30.3 5.8 6.5 15.5 20.1 22.8 33.0 41.0 63.2 37.6 12.5 18.6

外国人利用割合（％）

客室稼働率（％）
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２　生産活動
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（資料）経済産業省、近畿経済産業局、京都府

鉱工業生産指数（総合） 全国 近畿 京都
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（資料）経済産業省、近畿経済産業局、京都府

鉱工業生産指数（京都府・主な業種）
生産用機械
電子部品・デバイス
電気・情報通信機械
輸送機械

元年11月 12月 2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月

75.3 107.0 99.4 58.4 67.0 74.5 55.5 62.6 50.8 52.5 54.5 58.8 60.0 82.0 56.4

62.2 64.2 73.4 64.0 67.6 66.6 46.9 59.7 62.5 69.8 76.7 124.7 124.2 112.4 86.5

81.3 83.3 83.5 72.9 80.3 80.8 92.0 87.4 87.4 81.1 81.7 81.8 86.6 94.9 93.3

84.0 80.0 87.6 73.4 79.1 44.6 22.5 31.1 32.9 38.8 59.3 60.8 60.1 60.4 60.3

生産用機械

電子部品・デバイス

電気・情報通信機械

輸送機械

P
P
P
P

元年11月 12月 2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月

全 国 97.7 97.9 99.1 98.7 96.2 86.3 77.2 81.0 86.6 88.3 91.6 93.5 94.2 94.0 96.9

近 畿 93.8 95.2 99.7 99.0 97.9 88.6 80.7 83.1 89.1 88.7 90.8 92.5 95.7 91.1 99.6

京 都 84.7 88.8 89.1 80.3 82.0 80.0 67.4 73.4 74.1 72.9 79.3 84.8 84.5 89.0 85.4P
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３　雇用情勢
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（資料）厚生労働省、京都労働局

有効求人倍率（季節調整値） 全 国 近 畿 京 都
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有効求人数（2020.3～2021.2）
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3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

（千人）

（資料）厚生労働省

有効求職者数（季節調整値） 有効求職者数（2019.3～2020.2）

有効求職者数（2020.3～2021.2）

元年12月 2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月 2月

全　　国 1.55 1.51 1.45 1.40 1.30 1.18 1.12 1.09 1.05 1.04 1.04 1.05 1.05 1.10 1.09
近　　畿 1.57 1.52 1.47 1.41 1.31 1.18 1.14 1.09 1.04 1.03 1.02 1.02 1.01 1.05 1.06
京　　都 1.55 1.52 1.49 1.42 1.36 1.25 1.17 1.08 1.03 1.02 1.00 0.97 0.95 0.97 0.98

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月
有効求人数（2019.3～2020.2） 60,600 61,745 62,250 63,009 63,306 62,646 61,628 59,776 59,820 59,221 58,188 57,662

有効求人数（2020.3～2021.2） 54,831 51,971 48,871 47,680 46,933 46,423 46,269 46,175 45,573 45,266 45,747 45,049

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月
有効求職者数（2019.3～2020.2） 38,116 37,935 38,052 37,935 38,139 38,341 38,681 38,165 38,174 38,252 38,362 38,575

有効求職者数（2020.3～2021.2） 38,484 38,320 39,076 40,786 43,323 45,068 45,465 46,293 47,086 47,616 47,040 46,156
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４　住宅建設

５　公共事業
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(％) 公共工事請負金額（年度累計）（対前年増減率）

全 国 近 畿 京 都

（資料）北海道建設業信用保証㈱、東日本建設業保証㈱、西日本建設業保証㈱
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（資料）国土交通省

新設住宅着工戸数（後方３か月平均）(対前年増減率）

全国 近畿 京都

元年12月 2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月 2月

▲ 9.4 ▲ 10.3 ▲ 10.0 ▲ 9.9 ▲ 10.8 ▲ 10.7 ▲ 12.4 ▲ 12.1 ▲ 11.1 ▲ 10.1 ▲ 9.1 ▲ 7.4 ▲ 7.0 ▲ 5.4 ▲ 5.5
▲ 1.7 ▲ 5.8 ▲ 3.7 ▲ 5.6 ▲ 6.3 ▲ 5.8 ▲ 6.9 ▲ 4.4 ▲ 6.9 ▲ 7.4 ▲ 5.3 0.3 ▲ 2.8 ▲ 5.3 ▲ 10.0

6.1 ▲ 6.3 ▲ 12.6 ▲ 14.8 ▲ 14.1 3.4 ▲ 5.7 1.1 ▲ 9.5 3.4 ▲ 0.9 10.1 17.6 26.9 12.1

全 国
近 畿
京 都

2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月 2月 3月
全　 　国 6.9 6.2 6.8 3.2 ▲ 0.5 3.4 1.6 3.3 5.2 4.5 3.9 3.0 2.8 2.3 2.3
近　 　畿 17.1 15.6 17.9 45.0 21.7 18.0 15.0 13.4 18.5 12.1 7.7 8.3 6.0 6.4 6.2
京　 　都 4.8 4.2 3.3 169.2 95.2 55.3 50.7 43.2 41.6 30.6 27.5 26.5 24.9 26.1 25.5
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６　企業倒産
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（資料）東京商工リサーチ

倒 産 件 数 （対前年増減率） 全 国 近 畿
京 都
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(資料）東京商工リサーチ

京都府の倒産件数 件 数
対前年増減率
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(資料）東京商工リサーチ

京都府の倒産負債金額 負債金額
対前年増減率

2年Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 3年Ⅰ
全　 　国 12.9 ▲ 11.4 ▲ 7.4 ▲ 20.8 ▲ 28.2
近　 　畿 6.8 ▲ 4.6 1.7 ▲ 21.0 ▲ 26.0
京　 　都 6.8 ▲ 10.0 18.0 4.3 ▲ 17.5

2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月 2月 3月

全　 　国 16.1 10.7 11.8 15.2 ▲ 54.8 6.3 ▲ 1.6 ▲ 1.6 ▲ 19.5 ▲ 20.0 ▲ 21.7 ▲ 20.7 ▲ 38.7 ▲ 31.5 ▲ 14.3

近　 　畿 5.9 11.2 3.7 7.2 ▲ 60.8 42.5 17.0 1.1 ▲ 14.1 ▲ 22.5 ▲ 19.2 ▲ 21.0 ▲ 33.7 ▲ 40.2 ▲ 2.9

京　 　都 28.6 ▲ 5.6 ▲ 5.0 17.6 ▲ 68.8 17.6 17.4 9.1 31.3 4.5 ▲ 17.9 35.0 ▲ 29.6 ▲ 5.9 ▲ 10.5

2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月 2月 3月
件   数 27 17 19 20 5 20 27 24 21 23 23 27 19 16 17

対前年増減率 28.6 ▲ 5.6 ▲ 5.0 17.6 ▲ 68.8 17.6 17.4 9.1 31.3 4.5 ▲ 17.9 35.0 ▲ 29.6 ▲ 5.9 ▲ 10.5

2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3年1月 2月 3月

負債金額 13 8 4 9 22 9 12 5 9 7 45 13 16 15 25
対前年増減率 47.4 ▲ 20.0 ▲ 50.7 58.2 177.1 ▲ 10.9 75.2 ▲ 87.9 ▲ 15.8 ▲ 31.4 146.9 ▲ 0.5 28.0 73.8 509.9
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（参考）　京都経済情勢の総括判断推移

1月
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあるなか、一部に弱さ
がみられるものの、持ち直しつつある

3年

元年

29年

30年
4月

7月

10月

10月

7月 緩やかに拡大しつつある

4月

緩やかに拡大しつつある

7月

緩やかに拡大しつつある

10月
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあるものの、緩やかな
持ち直しの動きがみられる

2年

31年

1月 緩やかに拡大しつつある

7月
新型コロナウイルス感染症の影響により、極めて厳しい状況にあるものの、足
下では下げ止まりの動きがみられる

総　括　判　断年 月

26年

緩やかに持ち直している

消費税率引上げに伴う駆け込み需要及びその反動がみられるものの、緩やかに持ち直している

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみられるものの、持ち直している

一部に弱さがみられるものの、持ち直している

前回判断
との比較

緩やかに回復しつつある

回復しつつある

回復しつつある

緩やかに回復している

持ち直している

1月

4月

7月

4月

27年
4月

7月

1月

28年

持ち直している

緩やかに回復しつつある

緩やかに回復しつつある

持ち直している

10月

1月

緩やかに拡大しつつある

10月

10月

緩やかに回復しつつある

持ち直している

緩やかに回復しつつある

緩やかに回復しつつある

10月

1月

4月

7月

緩やかに拡大しつつある

4月
新型コロナウイルス感染症の影響により、経済活動が抑制されるなか、足下
で急速に下押しされており、極めて厳しい状況にある

1月

4月 緩やかに拡大しつつある

1月

緩やかに拡大しつつある

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあるなか、一部に弱さ
がみられるものの、持ち直しつつある
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